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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．「売上高」には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
６月30日 

自平成19年 
１月１日 

至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
12月31日 

売上高 (百万円) 109,984 112,488 120,649 225,146 231,567 

経常利益 (百万円) 2,875 3,214 2,725 8,937 9,384 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,523 1,586 1,614 5,006 4,022 

純資産額 (百万円) 25,042 29,485 32,892 28,378 31,561 

総資産額 (百万円) 116,163 116,049 130,907 110,906 117,678 

１株当たり純資産額 (円) 476.25 560.75 625.56 539.07 600.23 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
(円) 28.98 30.17 30.70 94.58 76.50 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 21.6 25.4 25.1 25.6 26.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,108 △2,283 459 10,588 8,671 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,083 △3,700 △2,426 △3,948 △5,810 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 4,837 △85 △1,661 △98 △1,001 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 1,455 1,279 5,580 7,349 9,209 

従業員数 (人) 1,985 2,046 2,105 1,994 2,077 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
６月30日 

自平成19年 
１月１日 

至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
12月31日 

売上高 (百万円) 102,899 105,216 112,886 210,135 215,966 

経常利益 (百万円) 3,465 3,731 2,578 9,567 9,811 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,920 2,081 1,451 5,447 4,439 

資本金 (百万円) 11,081 11,081 11,081 11,081 11,081 

発行済株式総数 (株) 52,585,000 52,585,000 52,585,000 52,585,000 52,585,000 

純資産額 (百万円) 25,439 30,421 33,587 28,819 32,418 

総資産額 (百万円) 117,465 117,224 131,927 111,953 118,243 

１株当たり純資産額 (円) 483.79 578.55 638.77 547.45 616.54 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
(円) 36.52 39.58 27.60 102.96 84.43 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) 4.50 6.00 6.00 12.00 12.00 

自己資本比率 (％) 21.7 26.0 25.5 25.7 27.4 

従業員数 (人) 1,366 1,411 1,439 1,394 1,424 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 当社グループは、単一セグメント、単一事業部門であるため区分表示は行っておりません。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、連結会社外からの出向者を含み、当連結会社から連結会社外への出向者を除いて

おります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、親会社のアサヒビール株式会社等からの出向者95人を含み、連結子会社のアサヒ

ビバレッジサービス株式会社等への出向者577人を除いております。 

(3) 労働組合の状況 

 労使関係は、結成以来安定かつ円満に推移しており特記すべき事項はありません。 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 2,105 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 1,439 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、雇用環境の改善による個人消費の拡大や企業収益の改善、需要の拡大に伴

う設備投資の増加などにより、緩やかな回復基調となりました。 

 飲料業界におきましては、メーカー各社の積極的な新商品展開や、概ね天候に恵まれたことなどにより、業界全

体として前年に比べ４％程度増加したものと推定されます。 

 このような状況の下、当社グループは、本年を初年度とする新たな中期経営計画を策定し、「成長戦略」「構造

改革」「新規領域への挑戦」を基本戦略として、新たな挑戦への第一歩を踏み出しました。 

 「成長戦略」の根幹をなす商品戦略では、激戦の続く飲料業界において勝ち抜き、存在感ある地位を築くため

に、基幹ブランド「ワンダ」「三ツ矢」「アサヒ 十六茶」に経営資源を集中して、磐石なブランド化を推進いた

しました。また、「アサヒ 若武者」「アサヒ スーパーＨ２Ｏ」「アサヒ 富士山のバナジウム天然水」を強化

ブランドと位置付け、継続的にブランドの強化・育成を推進いたしました。 

 「構造改革」につきましては、アサヒビールグループ内の連携による最適生産・物流体制の構築や、更なる原価

低減を実現する技術開発に取り組みました。 

 「新規領域への挑戦」につきましては、多様化するお客様のニーズやライフスタイルの変化を成長の機会と捉

え、商品や販売チャネルにおける新たな領域での成長に挑戦しております。 

 これらの経営戦略を展開した結果、当中間連結会計期間の連結売上高は前期比8,160百万円増の120,649百万円と

なりましたが、利益につきましては基幹ブランドの盤石化を図るべく、販売促進費及びマーケティング投資を戦略

的に投入したこと及び原材料の高騰などにより、連結営業利益は前期比434百万円減の3,107百万円、連結経常利益

は前期比489百万円減の2,725百万円、連結中間純利益は法人税等の影響により前期比28百万円増の1,614百万円と

なりました。 

 商品カテゴリーごとの状況は次のとおりであります。 

＜炭酸飲料＞ 

 基幹ブランド「三ツ矢」につきましては、「三ツ矢サイダー」を中心として積極的な広告展開や販売促進活

動を行うとともに、果汁入り炭酸飲料の「レモンを搾った三ツ矢サイダー」を発売するなど、「三ツ矢」ブラ

ンド全体の強化を行った結果、売上高は炭酸飲料合計で前年同期比15.9%増の30,176百万円となりました。 

＜果実・野菜飲料＞ 

 「バヤリース」ブランドにつきましては、引き続き「とろける」シリーズの商品展開を行うとともに、果実

を食べているような食感を楽しめる「バヤリース 新食感果汁 感じるマンゴー」を新発売するなど、「バヤ

リース」ブランドの活性化を行った結果、売上高は果実・野菜飲料合計で前年同期比20.7％増の11,701百万円

となりました。 

＜コーヒー飲料＞ 

 基幹ブランド「ワンダ」につきましては、「ワンダ モーニングショット」を基軸としつつ、微糖タイプの

「ワンダ アフターショット」や高速高温抽出機を採用した「ワンダ 圧力仕立て」などの積極的な商品展開

及び販売促進施策を実施した結果、売上高はコーヒー飲料合計で前年同期比2.8％増の31,321百万円となりま

した。 

＜お茶飲料＞ 

 基幹ブランド「アサヒ 十六茶」につきましては、おいしさと健康の両立という価値を更に高めるために商

品・広告の大幅な刷新を行い、積極的な広告展開や販売促進活動を行いましたが、「アサヒ 若武者」が減少

したこともあり、売上高はお茶飲料合計で前年同期比3.0％減の28,515百万円となりました。 

＜健康・機能性飲料＞ 

 健康・機能性飲料では「アサヒ ぎゅぎゅっとしみこむコラーゲンウォーター」がご好評をいただき、売上

高は健康・機能性飲料合計で前年同期比14.1％増の10,086百万円となりました。 

＜その他飲料＞ 

 ミネラルウォーターは前期に引き続いて「アサヒ 富士山のバナジウム天然水」が販売増に寄与し、売上高

はその他飲料合計で前年同期比10.5％増の7,486百万円となりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であった影響による仕入債務等が増加したことにより、前年同期と比

較して2,742百万円増加し、459百万円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

有形固定資産取得による支出の減少等により、前年同期と比較して1,273百万円増加し、2,426百万円の支出とな

りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

主に長期借入金の減少等により、前年同期と比較して1,576百万円減少し、1,661百万円の支出となりました。。

以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同期と比較して4,300百万円増加し、

5,580百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは、単一セグメント、単一事業部門であるため商品カテゴリーごとに記載しております。 

(1) 生産実績 

 当社製品は、自社工場にて生産するほか、製造を一部外部に委託しております。その依存度は、数量比で前中間

連結会計期間47.1％、当中間連結会計期間51.8％、また金額比（総製造費用に占める外注加工費の割合）で前中間

連結会計期間11.7％、当中間連結会計期間12.7％であります。 

（注）１．数量は、外部への製造委託による生産実績を含めた製造数量であり、（ ）は内書きで、自社工場における製

造実績を記載しております。 

２．当中間連結会計期間より「その他飲料」に含めておりました「健康・機能性飲料」を区分掲記しております。

(2) 製品及び商品の仕入実績 

（注） 金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含んでおりません。 

(3) 受注状況 

 当社グループでは原則として受注生産は行っておりません。 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

炭酸飲料（千函） 17,954 ( 8,302) 111.8 (104.8) 

果実飲料（千函） 7,229 (   351) 114.3 ( 96.5) 

コーヒー飲料（千函） 14,206 (10,624) 105.6 (110.6) 

お茶飲料（千函） 18,906 (10,682) 96.8 ( 87.3) 

健康・機能性飲料（千函） 5,914 ( 1,162) 111.0 ( 66.5) 

その他飲料（千函） 6,188 ( 2,822) 101.1 ( 81.6) 

合計（千函） 70,400 (33,945) 105.4 ( 96.1) 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

製品仕入 
その他飲料 

（百万円） 
41 50.2 

商品仕入 
他社飲料、菓子他

（百万円） 
959 103.5 

合計（百万円） 1,000 99.2 



(4) 販売実績 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．製品の数量には、自社製品の数量のみを記載しております。 

３．商品の数量には、製品販売に関する提携を行った商品の数量のみを記載しております。その他の商品につきま

しては、仕様が多岐にわたり記載が困難なため数量に含めておりません。 

４．当中間連結会計期間より「その他飲料」に含めておりました「健康・機能性飲料」を区分掲記しております。

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

品目 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比 

金額（百万円） 数量（千函） 金額（％） 数量（％） 

製品        

炭酸飲料 30,176 16,305 115.9 117.5 

果実飲料 11,701 6,665 120.7 117.7 

コーヒー飲料 31,321 14,410 102.8 103.6 

お茶飲料 28,515 17,323 97.0 97.8 

健康・機能性飲料 10,086 5,095 114.1 111.1 

その他飲料 7,486 3,162 110.5 121.6 

計 119,288 62,963 107.2 107.9 

商品 1,360 520 107.8 114.4 

合計 120,649 63,484 107.3 108.0 



５【研究開発活動】 

「わが社は飲料事業の分野で社会や市場の変化に対応し、高品質で安全な商品と真心のこもったサービスの提供

を通じて、豊かで健康な食生活の実現に貢献し、限りなく発展する企業を目指す。」との経営理念のもと、商品開

発においては、お客様に信頼される安全・安心で『おいしさ』『健康』『楽しさ』を機軸にした商品作りに徹して

おります。また、安全・安心な商品を安定的に生産すると同時に、コスト競争力を生み出す生産技術の開発・評価

にも注力し、効率的な研究開発活動を推進しております。 

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は519百万円であります。 

(1) 商品開発 

商品開発部門では、缶コーヒー「ワンダ」からは新提案として高速高圧抽出技術を応用した「圧力仕立て」の

シリーズを、ブランド生誕123年目となる「三ツ矢」ブランドについては、高ガス含量とカロリーオフ設計の果

汁入り炭酸「レモンを搾った三ツ矢サイダー」を開発、発売しました。更にブレンド茶のパイオニア「アサヒ 

十六茶」ブランドでは、素材、焙煎、抽出を一から見直し、大幅なリニューアルを行いました。果汁飲料の「バ

ヤリース」ブランドでは、「とろけるシリーズ」に続いて、ナタデココを加えた「バヤリース 新食感果汁 感

じるマンゴー」を開発・発売し、新たなおいしさ、楽しさを提案しました。 

また、バナジウム、べにふうき及び乳酸発酵野菜汁などの機能性に関する研究を引続き進めております。 

(2) 技術開発 

技術開発部門では、食の安全・安心に対する要求が益々高まってくる中、主要原料及び原料水の農薬について

定期モニタリング検査を実施するとともに、有害化学物質分析法の開発に努める等、品質保証能力の向上を図り

ました。また、検査期間短縮化による在庫圧縮策として微生物迅速検査技術の開発に努めました。 

容器包装開発においては、日本クラウンコルク社と共同で軽量キャップ（「エコグリップキャップ」の名称で

財団法人日本包装技術協会主催 ２００７日本パッケージングコンテストにて「テクニカル包装賞」を受賞）を

開発するなど省資源化に取組みました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年９月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 52,585,000 52,585,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 52,585,000 52,585,000 － － 

年月日 

発行済株式 
総数増減数 

発行済株式 
総数残高 

資本金増減額 資本金残高 資本準備金 
増減額 

資本準備金 
残高 

（株） （株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

平成19年１月１日～ 

平成19年６月30日 
－ 52,585,000 － 11,081 － 9,307 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社2,186千株及び日本マスタートラスト信託銀行株式

会社1,299.5千株は、信託業務に係るものであります。 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋三丁目７番１号 26,910.0 51.17 

日本トラスティ・サービ
ス信託銀行株式会社（信
託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,610.0 4.96 

アサヒ飲料社員持株会 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番１号 1,926.5 3.66 

日本マスタートラスト信
託銀行株式会社（信託
口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,739.0 3.31 

バンクオブニューヨーク
ジーシーエムクライアン
トアカウンツイーアイエ
スジー 
（常任代理人 株式会社
三菱東京ＵＦＪ銀行決済
事業部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

1,296.5 2.47 

チェース マンハッタン 
バンク ジーティーエス 
クライアンツ アカウン
ト エスクロウ 
（常任代理人 株式会社
みずほコーポレート銀行  
兜町証券決済業務室） 

5TH FLOOR,TRINITY TOWER 9,THOMAS MORE STREET 
LONDON,E1W 1YT,UNITED KINGDOM 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

750.8 1.43 

ステート ストリート 
バンク アンド トラス
ト カンパニー 
（常任代理人 株式会社
みずほコーポレート銀行  
兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

566.0 1.08 

明治安田生命保険相互会
社第51口 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 385.0 0.73 

ゴールドマン・サック
ス・インターナショナル 
 (常任代理人 ゴールド
マン・サックス証券会
社） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 
（東京都港区六本木六丁目10番１号 
六本木ヒルズ森タワー） 

363.6 0.69 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 350.0 0.67 

計 ― 36,897.6 70.17 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数２個）が

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

3,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

52,573,500 
105,147 － 

単元未満株式 
普通株式 

8,500 
－ － 

発行済株式総数 52,585,000 － － 

総株主の議決権 － 105,147 － 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 

（株） 

他人名義 
所有株式数 

（株） 

所有株式数 
の合計 

（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アサヒ飲料株式会社 
東京都墨田区吾妻

橋一丁目23番１号 
3,000 － 3,000 0.01 

計 － 3,000 － 3,000 0.01 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

高（円） 1,776 1,823 1,774 1,813 1,774 1,845 

低（円） 1,655 1,712 1,682 1,717 1,639 1,705 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30

日）及び当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）及び当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）

の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     1,279     1,586     1,010   

２．受取手形及び売掛金 ※３   40,742     48,476     36,096   

３．たな卸資産     11,119     11,808     9,283   

４．未収入金     8,181     9,816     7,223   

５．繰延税金資産     1,854     2,034     2,013   

６．その他 ※４   1,701     6,182     9,963   

貸倒引当金     △179     △196     △158   

流動資産合計     64,699 55.8   79,707 60.9   65,433 55.6 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1) 建物及び構築物 ※２ 9,986     9,629     10,060     

(2) 機械装置及び運搬具   9,701     7,894     9,262     

(3) 土地 ※２ 21,336     21,336     21,336     

(4) その他   448     531     445     

有形固定資産合計     41,472 35.7   39,391 30.1   41,104 34.9 

２．無形固定資産     2,754 2.4   2,697 2.0   2,889 2.5 

３．投資その他の資産                     

(1) 繰延税金資産   3,203     4,259     4,290     

(2) その他   3,985     4,954     4,055     

貸倒引当金   △66     △101     △94     

投資その他の資産合計     7,122 6.1   9,111 7.0   8,251 7.0 

固定資産合計     51,349 44.2   51,200 39.1   52,245 44.4 

資産合計     116,049 100.0   130,907 100.0   117,678 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形及び買掛金 ※３   22,929     28,416     23,929   

２．短期借入金     600     －     －   

３．１年以内返済予定長期借入金 ※２   1,591     5,484     6,491   

４．未払金     28,694     34,185     25,769   

５．未払法人税等     1,667     1,219     2,636   

６．未払費用     5,851     8,053     6,561   

７．役員賞与引当金     16     16     33   

８．その他 ※３   1,526     1,700     1,572   

流動負債合計     62,876 54.2   79,075 60.4   66,993 56.9 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※２   13,654     8,412     8,754   

２．退職給付引当金     8,737     9,194     9,008   

３．役員退職慰労引当金     61     －     76   

４．長期預り保証金     1,234     1,213     1,285   

５．その他     －     119     －   

固定負債合計     23,687 20.4   18,939 14.5   19,123 16.3 

負債合計     86,563 74.6   98,015 74.9   86,116 73.2 

          

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     11,081 9.6   11,081 8.4   11,081 9.4 

２．資本剰余金     9,307 8.0   9,307 7.1   9,307 7.9 

３．利益剰余金     8,992 7.7   12,412 9.5   11,113 9.4 

４．自己株式     △3 △0.0   △4 △0.0   △4 △0.0 

株主資本合計     29,377 25.3   32,797 25.0   31,498 26.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差額金     107 0.1   95 0.1   62 0.1 

評価・換算差額等合計     107 0.1   95 0.1   62 0.1 

純資産合計     29,485 25.4   32,892 25.1   31,561 26.8 

負債・純資産合計     116,049 100.0   130,907 100.0   117,678 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     112,488 100.0   120,649 100.0   231,567 100.0 

Ⅱ 売上原価     45,888 40.8   50,265 41.7   95,442 41.2 

売上総利益     66,599 59.2   70,383 58.3   136,124 58.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   63,057 56.1   67,275 55.7   126,053 54.5 

営業利益     3,541 3.1   3,107 2.6   10,070 4.3 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   0     8     4     

２．受取配当金   10     8     15     

３．投資有価証券売却益   2     －     2     

４．受取賃貸料   19     19     38     

５．受入技術支援料   10     8     19     

６．保証金取崩益   －     18     0     

７．支払手数料返戻金   13     －     13     

８．雑収入   19 74 0.1 48 111 0.1 30 125 0.1 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   79     82     163     

２．たな卸資産廃棄損   256     300     519     

３．雑支出   66 401 0.3 111 493 0.4 128 811 0.3 

経常利益     3,214 2.9   2,725 2.3   9,384 4.1 

Ⅵ 特別利益                     

１．事業譲渡益   － － － 31 31 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産売却除却損 ※２ 79     29     192     

２．その他特別損失   － 79 0.1 2 32 0.0 1,785 1,978 0.9 

税金等調整前中間
（当期）純利益     3,134 2.8   2,724 2.3   7,406 3.2 

法人税、住民税 
及び事業税 

※３ 1,548     1,109     4,623     

法人税等調整額   － 1,548 1.4 － 1,109 1.0 △1,240 3,383 1.5 

中間（当期）純利益     1,586 1.4   1,614 1.3   4,022 1.7 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

（注）平成18年３月24日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

    株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
    資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価差

額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
11,081 9,307 7,833 △2 28,220 158 158 28,378 

中間連結会計期間中の変動額                

  剰余金の配当 （注）     △394   △394     △394 

  役員賞与 （注）     △33   △33     △33 

  中間純利益     1,586   1,586     1,586 

  自己株式の取得       △1 △1     △1 

 
株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          △50 △50 △50 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1,158 △1 1,157 △50 △50 1,106 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
11,081 9,307 8,992 △3 29,377 107 107 29,485 

    株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
    資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価差

額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
11,081 9,307 11,113 △4 31,498 62 62 31,561 

中間連結会計期間中の変動額                

  剰余金の配当     △315   △315     △315 

  中間純利益     1,614   1,614     1,614 

  自己株式の取得       △0 △0     △0 

 
株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          32 32 32 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1,299 △0 1,298 32 32 1,331 

平成19年６月30日 残高 

（百万円） 
11,081 9,307 12,412 △4 32,797 95 95 32,892 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

（注）平成18年３月24日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

    株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
    資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価差

額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
11,081 9,307 7,833 △2 28,220 158 158 28,378 

連結会計年度中の変動額                

  剰余金の配当 （注）     △394   △394     △394 

  剰余金の配当     △315   △315     △315 

  役員賞与 （注）     △33   △33     △33 

  当期純利益     4,022   4,022     4,022 

  自己株式の取得       △1 △1     △1 

 
株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
          △95 △95 △95 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 3,279 △1 3,277 △95 △95 3,182 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
11,081 9,307 11,113 △4 31,498 62 62 31,561 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   3,134 2,724 7,406 

減価償却費   2,242 1,883 4,388 

貸倒引当金の増加額   66 45 73 

退職給付引当金の増加額   272 186 543 

役員退職慰労引当金の増加額 
（△減少額）   △2 △76 12 

受取利息及び受取配当金   △10 △17 △20 

支払利息   79 82 163 

固定資産売却除却損   79 29 193 

売上債権の増加額   △7,972 △12,372 △3,353 

たな卸資産の増加額   △3,465 △2,707 △1,629 

仕入債務の増加額   621 4,487 1,621 

未払金の増加額   6,158 9,032 2,527 

その他流動資産の増加額   △1,826 △2,791 △903 

その他流動負債の増加額   1,214 1,936 2,088 

その他固定負債の増加額   23 47 73 

役員賞与の支払額   △33 － △33 

事業譲渡益   － △31 － 

その他   393 622 917 

小計   977 3,081 14,068 

利息及び配当金の受取額   10 13 19 

利息の支払額   △103 △103 △166 

法人税等の支払額   △3,168 △2,532 △5,250 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △2,283 459 8,671 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △3,311 △1,062 △4,306 

無形固定資産の取得による支出   △325 △322 △782 

投資有価証券の取得による支出   △5 △564 △29 

長期前払費用の取得による支出   △490 △1,119 △1,206 

事業譲渡による収入   － 213 － 

その他   432 428 514 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,700 △2,426 △5,810 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純増加額 
（△純減少額）   100 － △500 

長期借入金の借入による収入   500 1,000 1,000 

長期借入金の返済による支出   △291 △2,349 △791 

配当金の支払額   △393 △312 △708 

その他   △1 △0 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △85 △1,661 △1,001 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
（△減少額）   △6,070 △3,629 1,860 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,349 9,209 7,349 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
（期末）残高 

※ 1,279 5,580 9,209 

       



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数  １社 

会社名 

アサヒビバレッジサービス㈱ 

連結子会社数  １社 

会社名 

アサヒビバレッジサービス㈱ 

連結子会社数  １社 

会社名 

アサヒビバレッジサービス㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 非連結子会社及び関連会社はあ

りませんので、該当事項はありま

せん。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社の中間会計期間の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

同左 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項       

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日前１ヶ月

の市場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日前１ヶ月の市

場価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定）を採用しておりま

す。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法（但し、特例処理の要

件を満たしている場合には、特

例処理によっております。） 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

商品、製品、原材料 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

（主な耐用年数）  

建物及び構築物 

３年～39年 

機械装置及び運搬具 

２年～15年 

① 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

（主な耐用年数）  

建物及び構築物 

３年～39年 

機械装置及び運搬具 

２年～15年 

① 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

（主な耐用年数）  

建物及び構築物 

３年～39年 

機械装置及び運搬具 

２年～15年 

    （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19年

４月１日以後に取得した有形固

定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

なお、この変更に伴う営業利

益、経常利益、税金等調整前中

間純利益に与える影響は軽微で

あります。 

 

  ② 無形固定資産 

定額法 

但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 役員賞与引当金 

当社は、役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるため、支

給見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

（会計方針の変更）  

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純

利益は16百万円減少しておりま

す。 

② 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支払に備えて、支給見込額の当

中間連結会計期間負担額を計上

しております。 

② 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支払に備えて、支給見込額に基

づき計上しております。 

（会計方針の変更）  

当連結会計年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。こ

れにより、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益は

33百万円減少しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

連結会計期間末の要支給額を引

当計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

────── 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当連結

会計年度末の要支給額を引当計

上しております。 

    （追加情報）  

平成19年２月６日開催の取締役

会において、取締役及び監査役の

退職慰労金制度を平成19年３月23

日開催の定時株主総会終結時の時

をもって廃止することを決議いた

しました。なお、役員退職慰労金

制度廃止日（同定時株主総会終結

時）までの在任期間を対象とする

退職慰労金の打ち切り支給につい

ては、各取締役及び各監査役の退

任時に支給することとし、平成19

年３月23日開催の定時株主総会に

おいて承認されました。 

これに伴い、前連結会計年度末

役員退職慰労引当金残高76百万円

のうち、当中間連結会計期間中の

目的取崩額を除く金額66百万円に

ついては、長期未払金として固定

負債の「その他」に含めて計上し

ております。 

 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについて、特例

処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引は借入金利

等の将来の金利市場における利

率上昇による変動リスク回避を

目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6) その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

29,485百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

31,561百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  31,834 百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  33,245 百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  33,194 百万円 

※２ 担保に供している資産 

建物及び構築物 3,302 百万円 

土地 9,188  

計 12,490  

※２ 担保に供している資産 

建物及び構築物 3,115 百万円 

土地 9,188  

計 12,303  

※２ 担保に供している資産 

建物及び構築物 3,210 百万円 

土地 9,188  

計 12,398  

 上記資産は、１年以内返済予定長期借入金

291百万円と長期借入金1,754百万円の担保

（担保予約）に供しております。 

 上記資産は、１年以内返済予定長期借入金 

84百万円と長期借入金412百万円の担保（担

保予約）に供しております。 

 上記資産は、１年以内返済予定長期借入金

291百万円と長期借入金1,754百万円の担保

（担保予約）に供しております。 

※３      ────── ※３ 中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって処理しております。 

従って、当中間連結会計期間末日は金

融機関の休日のため、次のとおり中間期

末日満期手形が当中間連結会計期間末残

高に含まれております。 

※３ 期末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって処理しております。 

従って、当連結会計年度末日は金融機

関の休日のため、次のとおり期末日満期

手形が当連結会計年度末残高に含まれて

おります。 

  （流動資産） 

（流動負債） 

受取手形及び売掛金 0 百万円 

支払手形及び買掛金 117 百万円 

その他 14 百万円 

（流動資産） 

（流動負債） 

受取手形及び売掛金 1 百万円 

支払手形及び買掛金 200 百万円 

その他 7 百万円 

※４      ────── ※４ このうち現先取引による短期貸付金は

3,993百万円であり、当該現先取引にか

かる担保受入有価証券の時価は3,994百

万円であります。 

※４ このうち現先取引による短期貸付金は

8,199百万円であり、当該現先取引にか

かる担保受入有価証券の時価は8,176百

万円であります。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

販売促進費 29,541 百万円 

運搬費 6,512   

販売器具費  7,094   

広告宣伝費 6,973   

貸倒引当金繰入額 69   

従業員給料・賞与 5,643   

退職給付費用 302   

役員賞与引当金繰入額 16   

役員退職慰労引当金 
繰入額 

14   

減価償却費  166   

研究開発費  430   

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

販売促進費 33,206 百万円 

運搬費 6,151   

販売器具費  7,283   

広告宣伝費 6,995   

貸倒引当金繰入額 57   

従業員給料・賞与 5,963   

退職給付費用 281   

役員賞与引当金繰入額 16   

減価償却費  34   

研究開発費  519   

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

販売促進費 61,242 百万円 

運搬費 13,339   

販売器具費  14,117   

広告宣伝費 11,177   

貸倒引当金繰入額 88   

従業員給料手当 8,505   

従業員賞与 2,519   

賞与引当金繰入額 487   

退職給付費用 570   

役員賞与引当金繰入額 33   

役員退職慰労引当金繰
入額 

29   

減価償却費  202   

研究開発費  915   

※２ 固定資産売却除却損の内訳 

建物及び構築物 46 百万円 

機械装置及び運搬具 31  

その他 2  

計 79  

※２ 固定資産売却除却損の内訳 

建物及び構築物 4 百万円 

機械装置及び運搬具 24  

その他 0  

計 29  

※２ 固定資産売却除却損の内訳 

建物及び構築物 70 百万円 

機械装置及び運搬具 113  

その他 8  

計 192  

※３ 税効果会計 

 当中間連結会計期間における税金費

用については、簡便法による税効果会

計を適用しているため、法人税等調整

額は「法人税、住民税及び事業税」に

含めて表示しております。 

※３ 税効果会計 

同左 

※３ 税効果会計 

────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加814株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

   
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式          

普通株式   52,585,000 － － 52,585,000 

自己株式          

普通株式 （注） 2,220 814 － 3,034 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月24日 

定時株主総会 
普通株式 394 7.50 平成17年12月31日 平成18年３月27日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年８月１日 

取締役会 
普通株式 315 利益剰余金 6.00 平成18年６月30日 平成18年９月12日

   
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式          

普通株式   52,585,000 － － 52,585,000 

自己株式          

普通株式 （注） 3,266 100 － 3,366 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月23日 

定時株主総会 
普通株式 315 6.00 平成18年12月31日 平成19年３月26日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年８月２日 

取締役会 
普通株式 315 利益剰余金 6.00 平成19年６月30日 平成19年９月７日



前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,046株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式          

普通株式   52,585,000 － － 52,585,000 

自己株式          

普通株式 （注） 2,220 1,046 － 3,266 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月24日 

定時株主総会 
普通株式 394 7.50 平成17年12月31日 平成18年３月27日 

平成18年８月１日 

取締役会 
普通株式 315 6.00 平成18年６月30日 平成18年９月12日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年３月23日 

定時株主総会 
普通株式 315 利益剰余金 6.00 平成18年12月31日 平成19年３月26日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成18年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,279 百万円 

現金及び現金同等物 1,279  

（平成19年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,586 百万円 

（流動資産）    

その他（現先取引） 3,993  

現金及び現金同等物 5,580  

（平成18年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,010 百万円 

（流動資産）    
その他（現先取引） 8,199  

現金及び現金同等物 9,209  



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

4,196 3,433 763 

その他      
(工具器
具備品) 

30,926 15,037 15,888 

合計 35,122 18,471 16,651 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

3,330 2,964 365 

その他      
(工具器
具備品) 

32,847 16,371 16,476

合計 36,177 19,335 16,841 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具

3,562 3,022 540 

その他      
(工具器
具備品)

31,540 15,739 15,801

合計 35,103 18,761 16,341 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,679 百万円 

１年超 10,897  

合計 17,576  

１年内 6,869 百万円

１年超 10,782  

合計 17,651  

１年内 6,743 百万円

１年超 10,467  

合計 17,211  

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 4,139 百万円 

減価償却費相当額 3,671  

支払利息相当額 412  

支払リース料 4,184 百万円

減価償却費相当額 3,701  

支払利息相当額 425  

支払リース料 8,256 百万円

減価償却費相当額 7,318  

支払利息相当額 830  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。  

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

１年内 211 百万円 

１年超 440  

合計 652  

（減損損失について） 

同左 

１年内 243 百万円

１年超 534  

合計 777  

（減損損失について） 

同左 

１年内 222 百万円

１年超 490  

合計 712  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券

で時価のある株式について、１百万円の減損処理を行っております。 

また、減損処理にあたっては、中間連結決算における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券

で時価のある株式について、26百万円の減損処理を行っております。 

また、減損処理にあたっては、中間連結決算における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 927 1,108 181 

合計 927 1,108 181 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 99 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 926 1,079 152 

合計 926 1,079 152 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 141 

非上場債券 520 



前連結会計年度末（平成18年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のある株式について、１百万円の減損処理を行っております。 

また、減損処理にあたっては、連結決算における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（企業結合等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年１月１

日 至 平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年１月１

日 至 平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 931 1,037 106 

合計 931 1,037 106 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 99 

非上場債券 20 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年１

月１日 至 平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）におい

て、当社グループは「飲料事業」セグメントの単一セグメントのため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年１

月１日 至 平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）におい

て、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年１

月１日 至 平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 (注)１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

１株当たり純資産額 560.75円       625.56円       600.23円 

１株当たり中間（当期）純利益金

額 
30.17円      30.70円      76.50円 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

同左 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

中間（当期）純利益(百万円) 1,586 1,614 4,022 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(百万円) 
1,586 1,614 4,022 

普通株式の期中平均株式数(株） 52,582,414 52,581,662 52,582,136 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── ────── 役員退職慰労金制度の廃止 

平成19年２月６日開催の取締役会に

おいて、取締役及び監査役の退職慰労

金制度を平成19年３月23日開催の定時

株主総会終結の時をもって廃止するこ

とを決議いたしました。 

なお、役員退職慰労金制度廃止日

（同定時株主総会終結時）までの在任

期間を対象とする退職慰労金の打ち切

り支給については、各取締役及び各監

査役の退任時に支給することとし、平

成19年３月23日開催の定時株主総会に

おいて承認されました。 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   879     1,172     576    

２．受取手形 ※３ 185     212     183    

３．売掛金   41,928     49,747     36,986    

４．たな卸資産   10,246     10,885     8,446    

５．未収入金   8,812     10,363     7,590    

６．繰延税金資産   1,632     1,800     1,800    

７．その他 ※４ 1,607     6,022     9,832    

  貸倒引当金   △180     △196     △154    

流動資産合計     65,112 55.5   80,007 60.6   65,261 55.2 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1) 建物 ※２ 8,706     8,364     8,734    

(2) 機械及び装置   9,701     7,893     9,261    

(3) 土地 ※２ 21,336     21,336     21,336    

(4) その他   1,721     1,793     1,765    

有形固定資産合計     41,466 35.4   39,387 29.9   41,097 34.8 

２．無形固定資産     2,754 2.4   2,697 2.0   2,889 2.4 

３．投資その他の資産                    

(1) 繰延税金資産   3,203     4,259     4,290    

(2) その他   4,753     5,674     4,795    

  貸倒引当金   △66     △98     △90    

投資その他の資産合計     7,891 6.7   9,835 7.5   8,994 7.6 

固定資産合計     52,112 44.5   51,920 39.4   52,981 44.8 

資産合計     117,224 100.0   131,927 100.0   118,243 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 ※３ 318     326     405    

２．買掛金   22,598     28,077     23,513    

３．短期借入金   600     －     －    

４．１年以内返済予定長期借入金 ※２ 1,591     5,484     6,491    

５．未払金   28,129     33,632     25,249    

６．未払法人税等   1,653     1,206     2,619    

７．未払費用   －     7,985     6,498    

８．役員賞与引当金   16     16     33    

９．その他 ※３ 8,210     2,679     1,895    

流動負債合計     63,119 53.8   79,408 60.2   66,705 56.4 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２ 13,654     8,412     8,754    

２．退職給付引当金   8,734     9,187     9,003    

３．役員退職慰労引当金   61     －     76    

４．長期預り保証金   1,234     1,213     1,285    

５．その他   －     119     －    

固定負債合計     23,684 20.2   18,931 14.3   19,118 16.2 

負債合計     86,803 74.0   98,340 74.5   85,824 72.6 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     11,081 9.5   11,081 8.4   11,081 9.4 

２．資本剰余金                    

(1) 資本準備金   9,307     9,307     9,307    

資本剰余金合計     9,307 7.9   9,307 7.1   9,307 7.9 

３．利益剰余金                    

(1) その他利益剰余金                    

固定資産圧縮積立金   199     188     188    

別途積立金   6,000     10,000     6,000    

繰越利益剰余金   3,727     2,918     5,782    

利益剰余金合計     9,927 8.5   13,106 9.9   11,970 10.1 

４．自己株式     △3 △0.0   △4 △0.0   △4 △0.0 

株主資本合計     30,313 25.9   33,491 25.4   32,355 27.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評価差額金     107 0.1   95 0.1   62 0.0 

評価・換算差額等合計     107 0.1   95 0.1   62 0.0 

純資産合計     30,421 26.0   33,587 25.5   32,418 27.4 

負債・純資産合計     117,224 100.0   131,927 100.0   118,243 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     105,216 100.0   112,886 100.0   215,966 100.0 

Ⅱ 売上原価     45,930 43.7   50,363 44.6   95,429 44.2 

売上総利益     59,286 56.3   62,522 55.4   120,536 55.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     55,239 52.5   59,563 52.8   110,059 50.9 

営業利益     4,047 3.8   2,959 2.6   10,477 4.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１   87 0.1   118 0.1   151 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   403 0.4   499 0.4   817 0.4 

経常利益      3,731 3.5   2,578 2.3   9,811 4.5 

Ⅵ 特別利益     － －   31 0.0   － － 

Ⅶ 特別損失 ※３   79 0.0   32 0.0   1,978 0.9 

税引前中間(当期) 
純利益     3,651 3.5   2,577 2.3   7,832 3.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

※５ 1,570     1,126     4,616    

法人税等調整額   － 1,570 1.5 － 1,126 1.0 △1,223 3,393 1.5 

中間(当期)純利益     2,081 2.0   1,451 1.3   4,439 2.1 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

（注）平成18年３月24日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産 
圧縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（百万円）
11,081 9,307 9,307 214 1,000 7,059 8,274 △2 28,661 

中間会計期間中の変動額                  

  圧縮積立金の取崩 （注）       △14   14 －   － 

  別途積立金の積立 （注）         5,000 △5,000 －   － 

  剰余金の配当 （注）           △394 △394   △394 

  役員賞与 （注）           △33 △33   △33 

  中間純利益           2,081 2,081   2,081 

  自己株式の取得               △1 △1 

 
株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
－ － － △14 5,000 △3,331 1,653 △1 1,652 

平成18年６月30日 残高 

（百万円）
11,081 9,307 9,307 199 6,000 3,727 9,927 △3 30,313 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円）
158 158 28,819 

中間会計期間中の変動額      

  圧縮積立金の取崩 （注）     － 

  別途積立金の積立 （注）     － 

  剰余金の配当 （注）     △394 

  役員賞与 （注）     △33 

  中間純利益     2,081 

  自己株式の取得     △1 

 
株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△50 △50 △50 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
△50 △50 1,601 

平成18年６月30日 残高 

（百万円）
107 107 30,421 



当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産 
圧縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年12月31日 残高 

（百万円）
11,081 9,307 9,307 188 6,000 5,782 11,970 △4 32,355 

中間会計期間中の変動額                  

  別途積立金の積立         4,000 △4,000 －   － 

  剰余金の配当           △315 △315   △315 

  中間純利益           1,451 1,451   1,451 

  自己株式の取得               △0 △0 

 
株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
－ － － － 4,000 △2,863 1,136 △0 1,135 

平成19年６月30日 残高 

（百万円）
11,081 9,307 9,307 188 10,000 2,918 13,106 △4 33,491 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年12月31日 残高 

（百万円）
62 62 32,418 

中間会計期間中の変動額      

  別途積立金の積立     － 

  剰余金の配当     △315 

  中間純利益     1,451 

  自己株式の取得     △0 

 
株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
32 32 32 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
32 32 1,168 

平成19年６月30日 残高 

（百万円）
95 95 33,587 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

（注）平成18年３月24日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産 
圧縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（百万円）
11,081 9,307 9,307 214 1,000 7,059 8,274 △2 28,661 

事業年度中の変動額                  

  圧縮積立金の取崩 （注）       △14   14 －   － 

  圧縮積立金の取崩       △11   11 －   － 

  別途積立金の積立 （注）         5,000 △5,000 －   － 

  剰余金の配当 （注）           △394 △394   △394 

  剰余金の配当           △315 △315   △315 

  役員賞与 （注）           △33 △33   △33 

  当期純利益           4,439 4,439   4,439 

  自己株式の取得               △1 △1 

 
株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
－ － － △26 5,000 △1,276 3,696 △1 3,694 

平成18年12月31日 残高 

（百万円）
11,081 9,307 9,307 188 6,000 5,782 11,970 △4 32,355 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円）
158 158 28,819 

事業年度中の変動額      

  圧縮積立金の取崩 （注）     － 

  圧縮積立金の取崩     － 

  別途積立金の積立 （注）     － 

  剰余金の配当 （注）     △394 

  剰余金の配当     △315 

  役員賞与 （注）     △33 

  当期純利益     4,439 

  自己株式の取得     △1 

 
株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△95 △95 △95 

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
△95 △95 3,599 

平成18年12月31日 残高 

（百万円）
62 62 32,418 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 

 中間決算日前１ヶ月の

市場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用

しております。 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

 決算日前１ヶ月の市場

価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用し

ております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

時価法（但し、特例処理の要

件を満たしている場合には、

特例処理によっておりま

す。） 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

商品、製品、原材料 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

  総平均法による原価法    

  貯蔵品    

  移動平均法による原価法    

２．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

(1) 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

(1) 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

  （主な耐用年数） （主な耐用年数） （主な耐用年数） 

  建物      ３年～39年 建物      ３年～39年 建物      ３年～39年 

  機械及び装置  ２年～15年 機械及び装置  ２年～15年 機械及び装置  ２年～15年 

    （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以後に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

なお、この変更に伴う営業利

益、経常利益、税引前中間純利

益に与える影響は軽微でありま

す。 

 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

  定額法 

但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 同左 

  (2) 役員賞与引当金 (2) 役員賞与引当金 (2) 役員賞与引当金 

   当社は、役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるため、支

給見込額の当中間会計期間負担

額を計上しております。 

 役員に対して支給する賞与の

支払に備えて、支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

 役員に対して支給する賞与の

支払に備えて、支給見込額に基

づき計上しております。 

  （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。こ

れにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は16百万

円減少しております。 

  （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。これ

により、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は33百万円

減少しております。 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌期から費用

処理することとしております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌期から費用

処理することとしております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社所定の内規によ

る中間期末要支給額を計上して

おります。 

──────  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社所定の内規によ

る期末要支給額を計上しており

ます。 

    （追加情報）  

平成19年２月６日開催の取締役

会において、取締役及び監査役の

退職慰労金制度を平成19年３月23

日開催の定時株主総会終結時の時

をもって廃止することを決議いた

しました。なお、役員退職慰労金

制度廃止日（同定時株主総会終結

時）までの在任期間を対象とする

退職慰労金の打ち切り支給につい

ては、各取締役及び各監査役の退

任時に支給することとし、平成19

年３月23日開催の定時株主総会に

おいて承認されました。 

これに伴い、前事業年度末役員

退職慰労引当金残高76百万円のう

ち、当中間会計期間中の目的取崩

額を除く金額66百万円について

は、長期未払金として固定負債の

「その他」に含めて計上しており

ます。 

 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについて、特例

処理を採用しております。 

同左 同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金利息 

同左 同左 

  (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

   デリバティブ取引は借入金利

等の将来の金利市場における利

率上昇による変動リスク回避を

目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

同左 同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

６．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

30,421百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

32,418百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

未払費用は、前中間会計期間まで流動負債の「その他」として表

示しておりましたが、負債・純資産の合計額の100分の５を超えた

ため区分掲記いたしました。  

なお、前中間会計期間末の「未払費用」の金額は5,789百万円であ

ります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

31,830 百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

33,239 百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

33,188 百万円 

※２ 担保に供している資産 

建物 3,302 百万円 

土地 9,188  

計 12,490  

※２ 担保に供している資産 

建物 3,115 百万円 

土地 9,188  

計 12,303  

※２ 担保に供している資産 

建物 3,210 百万円 

土地 9,188  

計 12,398  

 上記資産は、１年以内返済予定長期借入金

291百万円と長期借入金1,754百万円の担保

（担保予約）に供しております。 

 上記資産は、１年以内返済予定長期借入金 

84百万円と長期借入金412百万円の担保（担

保予約）に供しております。 

 上記資産は、１年以内返済予定長期借入金

291百万円と長期借入金1,754百万円の担保

（担保予約）に供しております。 

※３      ────── ※３ 中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって処理しております。 

従って、当中間会計期間末日は金融機

関の休日のため、次のとおり中間期末日

満期手形が当中間会計期間末残高に含ま

れております。 

※３ 期末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって処理しております。 

従って、当事業年度末日は金融機関の

休日のため、次のとおり期末日満期手形

が期末残高に含まれております。 

  （流動資産） 

（流動負債） 

受取手形 0 百万円 

支払手形 117 百万円 

その他 14 百万円 

（流動資産） 

（流動負債） 

受取手形 1 百万円 

支払手形 200 百万円 

その他 7 百万円 

※４      ────── ※４ このうち現先取引による短期貸付金は

3,993百万円であり、当該現先取引にか

かる担保受入有価証券の時価は3,994百

万円であります。 

※４ このうち現先取引による短期貸付金は

8,199百万円であり、当該現先取引にか

かる担保受入有価証券の時価は8,176百

万円であります。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取賃貸料 32 百万円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取賃貸料 32 百万円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取賃貸料 65 百万円 

受入技術支援料 19  

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 81 百万円 

たな卸資産廃棄損 256  

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 88 百万円 

たな卸資産廃棄損 300  

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 170 百万円 

たな卸資産廃棄損 519  

※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却除却損  

建物 45 百万円 

機械及び装置 31  

その他 2  

計 79  

     

※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却除却損  

建物 4 百万円 

機械及び装置 24  

その他 1  

計 29  

     

※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却除却損  

建物 67 百万円 

機械及び装置 113  

その他 10  

計 192  

生産体制再編費用 1,776 百万円 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,632 百万円 

無形固定資産 608  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,402 百万円 

無形固定資産 480  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,315 百万円 

無形固定資産 1,069  

※５ 税効果会計 

 法人税、住民税及び事業税は、当中

間会計期間の税引前中間純利益に当事

業年度の税効果会計適用後の見積実効

税率を乗じて計算した額を計上してお

り、納付税額及び法人税等調整額を一

括して記載しております。 

※５ 税効果会計 

同左 

※５ 税効果会計 

────── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加814株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,046株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 （注）  2,220 814 － 3,034 

合計   2,220 814 － 3,034 

   
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 （注）  3,266 100 － 3,366 

合計   3,266 100 － 3,366 

   
前事業年度末株式数
（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 （注）  2,220 1,046 － 3,266 

合計   2,220 1,046 － 3,266 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年６月30日現在）、当中間会計期間末（平成19年６月30日現在）及び前事業年度末（平

成18年12月31日現在）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

   

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 2,444 2,313 130 

そ
の
他 

車輛運搬具 445 216 229 

工具器具備
品 

30,926 15,037 15,888 

合計 33,816 17,567 16,248 

   

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 1,965 1,911 53 

そ
の
他 

車輛運搬具 414 273 140 

工具器具備
品 

32,847 16,371 16,476 

合計 35,227 18,556 16,670 

   

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 1,966 1,881 85 

そ
の
他

車輛運搬具 436 253 182 

工具器具備
品 

31,540 15,739 15,801 

合計 33,943 17,873 16,070 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,428 百万円 

１年超 10,693  

合計 17,122  

１年内 6,727 百万円

１年超 10,725  

合計 17,453  

１年内 6,541 百万円

１年超 10,361  

合計 16,902  

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 3,983 百万円

減価償却費相当額 3,539  

支払利息相当額 395  

支払リース料 4,070 百万円

減価償却費相当額 3,602  

支払利息相当額 418  

支払リース料 7,952 百万円

減価償却費相当額 7,058  

支払利息相当額 804  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

１年内 109 百万円 

１年超 160  

合計 270  

（減損損失について） 

同左 

１年内 101 百万円

１年超 177  

合計 279  

（減損損失について） 

同左 

１年内 98 百万円

１年超 162  

合計 261  



（企業結合等関係） 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 (注)１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

１株当たり純資産額 578.55円 638.77円 616.54円 

１株当たり中間（当期）純利益金額 39.58円 27.60円 84.43円 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

同左  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

中間（当期）純利益(百万円) 2,081 1,451 4,439 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

(百万円) 
2,081 1,451 4,439 

普通株式の期中平均株式数(株） 52,582,414 52,581,662 52,582,136 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── ────── 役員退職慰労金制度の廃止 

平成19年２月６日開催の取締役会に

おいて、取締役及び監査役の退職慰労

金制度を平成19年３月23日開催の定時

株主総会終結の時をもって廃止するこ

とを決議いたしました。 

なお、役員退職慰労金制度廃止日

（同定時株主総会終結時）までの在任

期間を対象とする退職慰労金の打ち切

り支給については、各取締役及び各監

査役の退任時に支給することとし、平

成19年３月23日開催の定時株主総会に

おいて承認されました。 



(2) 【その他】 

平成19年８月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………315百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………６円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年９月７日 

（注） 平成19年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第25期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月23日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月22日

アサヒ飲料株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 文倉 辰永  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河西 正之  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年１月１日から

平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アサヒ飲料株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月21日

アサヒ飲料株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 文倉 辰永  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河西 正之  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月１日から

平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アサヒ飲料株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月22日

アサヒ飲料株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 文倉 辰永  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河西 正之  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第25期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１日から平

成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アサヒ飲料株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年１月１日

から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月21日

アサヒ飲料株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 文倉 辰永  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河西 正之  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第26期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から平

成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アサヒ飲料株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１日

から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 
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